
【平成２０年第３回定例会提案理由説明】　　　　　平成２０年９月９日
　本日、ここに平成２０年第３回市議会定例会が開会されるにあたり、最近の市政の状況と提案いたしました諸議案につきまして、その大要をご説明申し上げます。
　はじめに、経済情勢についてであります。
　国内においては、昨今の原材料や燃料等の高騰などに加え、株価の低迷や貿易収支の悪化などにより景気後退への懸念が一段と強まるなか、国民が生活を営むうえで将来にわたり安心と明るい希望を抱くことができ、また、地方経済が回復し、活性化が図られるよう、政府の早急な総合経済対策の実施が強く求められております。国においては、政治の空白を招くことなく、国民本位の政策の実現に努力していただくことを強く願っております。
　次に、今年の夏は、各地において、短時間の記録的な降雨量による局地的な豪雨が多発し、河川の氾濫や浸水などにより、広範囲にわたって甚大な被害がもたらされました。被災された皆様には、心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早い復旧をお祈りする次第であります。今回の災害では、日頃からの備えと、防災訓練の実施や防災意識の普及啓発の重要性を、改めて認識いたしたところであります。
　一方、防災の日である今月１日には、災害時における初動体制の確立と危機管理意識の徹底を図るため、職員の災害時参集訓練を実施したところであり、今後、市民を対象に市内の４地域において総合防災訓練を行い、地域の防災意識の一層の高揚を図ることといたしております。また、去る４日には、本市と石川県電気工事工業組合との間で、災害時における、ライフラインの応急対策活動に関する基本協定を締結したところであります。
　次に、地方分権についてであります。
　政府は、地方分権改革推進委員会の第１次勧告を受け、このほど地方分権改革の推進要綱を決定したところであり、国道や河川の一部について、その管理権限を地方へ移譲することとしております。しかしながら、地域住民の生命と財産を守り、安心と安全を確保するため、大規模災害時における被害を早期に復旧することは、当然、国が主導的な役割を担うべきものと考えております。地方分権の改革は、単に行政の効率化だけではなく、住民本位の政策を実現するために重要であり、今後とも改革推進委員会及び国の議論の行方について、注視していくことといたしております。
　それでは、市政の状況についてであります。
　はじめに、先月開催された北京オリンピック柔道男子７３キロ級に出場した本市出身の金丸雄介選手は、メダルには届かなかったものの、市民の熱い応援に応え７位入賞と健闘し、負傷を押して、一生懸命に競技に臨むその勇姿は、多くの皆さんに大きな感動を与えたところであります。 
　また、８月１９日から４日間にわたり、全国から将来のオリンピック柔道代表選手をめざす中学生が集い、松任総合運動公園体育館において、全国中学校柔道大会が開催されたところであります。本大会では、金丸選手に勇気づけられた選手の皆さんが、練習の成果を十分に発揮し、個人女子５２キロ級では北辰中学校の選手が優勝するなど、団体及び個人戦において上位入賞を果たしたのであります。選手の皆さんには、その栄誉を称えるとともに、一層の精進を重ねられ、さらなる活躍を期待するものであります。
　次に、北陸新幹線の進捗状況についてであります。
　本線工事の概要につきましては、７月に沿線町内会に対して順次説明会が開催され、今月下旬より本格的な工事に着手することになったことから、本市といたしましては、安心できる市民生活を最優先にした安全な工事が施工されるよう、鉄道・運輸機構に対して適切な監理に努めることを要請したところであります。
　また、白山総合車両基地につきましては、これまで約２年半にわたり道路・水路の付け替え等の協議が進められ、その計画案が概ね整いましたので、鉄道・運輸機構による総括的な説明会を順次開催し、沿線町内会及び地権者の皆さまのご理解を得たうえで、事業用地の確定作業に引き続き、用地取得に向けた協議などを進めていくことといたしております。
　次に、安心して健やかに暮らせるまちづくりについてであります。
　最近の小麦などの穀物類や石油製品などの価格上昇は、生活必需品の高騰を招き、市民生活に大きな影響を与えております。このような状況の中で、ひとり暮らしの高齢者や障害者の方が安心して生活ができ、また、障害者授産施設等の運営に支障等が生じないよう、昨年度と同様に、冬季における灯油代等の暖房経費の一部を助成することといたしております。
　また、高齢者の肺炎による死亡の約半数が「肺炎球菌」によるものといわれていることから、肺炎の発症予防と重症化予防を目的に、県内では初めて、７５歳以上の市民の方を対象とする予防接種について、１１月からその経費の一部を助成することといたしております。
　次に、地球温暖化対策についてであります。
　去る７月、北海道洞爺湖町において、主要国首脳会議が開催され、「地球の温暖化の進行を食い止めるため、２０５０年までに世界全体で温室効果ガス排出を半減させる。」という合意目標が発表されたところであります。本市においても、地球温暖化対策を積極的に取り組む必要があることから、現在、環境審議会において、温室効果ガスの低減に向けた市民、事業者、市それぞれの責務や行動規範などについて、議論を進めているところであり、その具体的な内容の実現を図るため、市議会や市民、各種団体などから広くご意見を頂き、新たな条例の制定に向け努力していきたいと考えております。
　次に、工業団地への企業立地についてであります。
　市内１６番目の工業団地として、かねてから整備に取り組んでまいりました新北部
工業団地につきましては、来年３月末の完成に向け、６月に造成工事に着手し、７月に公募を開始したところであり、このほど全区画について分譲先を内定いたしました。
　今後、立地企業による工場の建設や設備投資、地元からの雇用が進められ、さらには市税収入の安定確保につながり、地域経済の活性化に大きく寄与することを期待いたしております。
　次に、観光の活性化についてであります。
　白山ろく観光の拠点施設の一つとして整備を進めております白峰温泉総湯につきましては、工事が順調に進捗し、１０月末に完成することから、１１月９日より営業を開始することといたしております。この総湯は、大浴場、露天風呂、サウナのほか、ゆったりとした休憩スペースなどを備え、泉質の良さとともに、入浴する人が、眼前に広がる四季折々の色彩豊かな自然の景観を十分に楽しめる癒しとくつろぎの施設として、多くの皆様にご利用いただくことを願っております。
　また、「観光ビジョン懇話会」につきましては、観光マスタープランに基づき、豊かな資源を活かした観光活性化施策などについて検討し、短期的な戦略及び実施計画を策定するために設置したところであり、第１回目の会議を去る３日に開催いたしました。今後、懇話会からの提言をもとに、観光施策の積極的な展開を図ってまいる所存であります。
　また、近隣のアジア諸国、特に、台湾からの誘客促進につきましては、石川県などと連携し、台湾国内において、観光宣伝を行うとともに、本市にメディア関係者等を招聘し、豊かな自然と魅力あふれる白山ろくの温泉やスキー場などを紹介・発信していくことといたしております。
　次に、新消防本部等庁舎の移転整備についてであります。
　新庁舎につきましては、三浦町地内に移転新築することから、このほど、消防本部、松任消防署、消防指令センター及び防災学習センターなどの機能を備えた施設の実施設計に取りかかり、明年２月の工事着手に向け準備を進めているところであります。　　新庁舎では、災害・防災情報が消防指令センターに集約・一元化され、これまで以上に迅速かつ正確な指令が行われるとともに、新たにヘリポートを整備し、機動力の向上など一層の機能強化を図ることといたしております。また、併設の防災学習センターについては、体験学習を通じて、市民の皆さんに身近な防災意識の普及・啓発を積極的に行うことといたしております。
　次に、白嶺小中学校についてであります。
　校舎及び体育館が７月に完成した白嶺小中学校につきましては、児童生徒が心待ちにするなか、２学期が始まる今月１日より、新校舎での学校生活がスタートいたしました。木の香りが漂う温もりのある校舎で、児童生徒の皆さんが、ふるさとに誇りを持ち、心豊かにたくましく、のびのびと成長することを心より願うものであります。　　また、地域の皆様には学校を交流の拠点施設として、愛着をもって活用していただくことを念願いたしております。
　それでは、提案いたしました諸議案についてご説明申し上げます。
　提出案件は、決算認定１４件、補正予算案６件、条例案７件、事件処分案６件、報告案件７件の計４０件となっております。
　はじめに、議案第１０３号から第１１６号までの、平成１９年度の一般会計をはじめとする１４会計の決算について、議会の認定を受けるものであります。
　その概要について、一般会計につきましては、歳入歳出の差引である形式収支額が、８億１，６２０万１，０００円となり、このうち繰越明許額及び事故繰越額を差し引いた実質収支額７億８，９６７万４，０００円を平成２０年度へ繰り越すことといたしました。
　また、国民健康保険などの特別会計及び水道事業会計につきましては、それぞれの事業目的に沿った適切な執行に努めた結果、観光事業特別会計を除き、概ね堅実な決算を結ぶことができました。
　これも、ひとえに、議員各位をはじめ市民の皆様のご理解、ご協力の賜と深く感謝申し上げる次第であります。今後とも、市民生活の安全安心を最優先に、事業の必要性や緊急性を考慮し、多様な行政需要に的確に対応するとともに、健全な財政運営に努めて参る所存であります。
　次に、議案第１１７号から第１２２号までの平成２０年度補正予算についてであります。
　まず、一般会計につきましては、７億６，１６９万３，０００円を増額するものであります。その主なものとして、総務費では、平成１９年度決算剰余金の２分の１相当額の財政調整基金への積立や市民税賦課システム改修事業費など４億２，２４５万６，０００円を、計上するものであります。
　なお、賦課システムの改修につきましては、２ヶ年を要するため、債務負担行為として、９５０万円を措置するものであります。
　民生費では、原油価格高騰に伴う暖房費助成緊急対策事業費、放課後児童クラブ運営事業費など、２，３３４万８，０００円を、衛生費では、肺炎球菌による肺炎の予防接種事業費など、４０５万１，０００円を、労働費では、中小企業退職金共済制度加入促進助成金、２５１万３，０００円を、農林水産業費では、足腰の強い野菜産地づくり支援事業費などに３２０万円を、商工費では、工業振興預託金、観光ビジョン懇話会事業費、観光事業特別会計及び温泉事業特別会計への繰出金など、１億１，４８３万８，０００円を、土木費では、市道の改良事業費、消融雪施設整備事業費など、１億２２０万円を、消防費では、蝶屋分団拠点施設整備事業費、防災行政無線中継局電力供給施設整備事業費など、２，７４２万５，０００円を、教育費では、豊かな体験活動推進事業費、活用力向上モデル事業費など、１，９４１万９，０００円を災害復旧費では、豪雨による林道災害復旧費　４，２２４万３，０００円を、それぞれ計上するものであります。
　その財源として、国・県支出金、繰入金、繰越金、市債などを充て、収支の均衡を図った結果、一般会計予算総額は、４７６億８，１１０万４，０００円となったものであります。
　また、特別会計につきましては、国民健康保険特別会計では、後期高齢者支援金の増額や退職者医療交付金の精算に伴う返還金など、介護保険特別会計では、介護給付費の精算に伴う返還金など、観光事業特別会計及び温泉事業特別会計では、それぞれの施設の修繕費など、湊財産区特別会計では繰越金の基金への積立を行うことにより、５会計で、総額１億１，６１４万３，０００円を計上するものであります。
　次に、議案第１２３号及び第１２４号の条例案につきまして、ご説明を申し上げます。
　「白山市白峰地域交流センター条例」及び「白山市白峰温泉総湯条例」については、かねてから白峰地域において整備を進めておりました地域交流センター及び白峰温泉総湯が完成することに伴い、新たに条例を制定するものであります。
　次に、議案第１２６号から第１２９号までの条例案につきまして、ご説明を申し上げます。
「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例」については、「地方自治法」及び「公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」が改正されたため、引用する関係条例の条項を改正するものであります。
　「白山市営駐車場条例の一部を改正する条例」につきましては、松任駅周辺の市営駐車場の一体的な利用促進を図るため、松任金剣通駐車場の時間貸し料金を、松任駅南複合型立体駐車場と同一料金にするものであります。
　「白山市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例」につきましては、寒冷地手当の支給対象地域について、現在の勤務地から居住地へ基準を変更するため、規定を改正するものであります。
　「白山市スキー場施設条例の一部を改正する条例」につきましては、金沢セイモアスキー場及び白山一里野温泉スキー場について、両施設の料金体系の整合性を図るため、利用料金の一部を改定するものであります。
　次に、議案第１３０号から第１３５号までの事件処分案につきましては、その主なものについてご説明を申し上げます。
　請負については、市営和波住宅建設工事１工区（建築工事）の契約を締結するため、工事委託については、北陸本線松任構内金剣架道橋の新設工事委託に関する協定を締結するため、財産の処分については、新北部工業団地土地区画整理事業に伴い、事業地内の土地を分譲するため、それぞれ条例の定めにより、議会の議決を求めるものであります。
　また、「白山市民憲章」の制定につきましては、まちづくりに対する基本的な理念を明確にし、市民と行政の協働によるまちづくりを進めるため、その規範となる「市民憲章」を制定するものであり、議会の議決を求めるものであります。
　次に、報告第７号から第１３号までの報告案件につきましては、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の定めにより、平成１９年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業決算に基づく資金不足比率を、財団法人白山市体育施設管理公社、財団法人未智之里、株式会社セイモア内尾、株式会社ツウワン白峰、株式会社ピークス、財団法人白山市松任農業公社の経営状況つきまして、それぞれ地方自治法の定めにより、議会へ報告するものであります。
　以上をもちまして、今期定例会に提出いたしました議案の説明を終わりますが、何卒慎重にご審議の上、適切なるご決議を賜りますようお願いいたします。
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